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１．はじめに

　近年、持続可能な開発目標の第 4 目標

（SDG 4）において、無償かつ公正で質の高

い教育（ターゲット 4.1）、およびそのよう

な目標を達成するための介入方法が重視さ

れている。先行研究によれば、ある教育シ

ステムを改善するための介入には、子ども

レベル、家庭レベル、学校レベル、教師レ

ベル、そしてシステムレベルの介入の 5 つ

のレベルがある（Snilstveit et al. 2015）。住

民参加はシステムレベルの介入の一部であ

り、コミュニティまたは地方自治体レベル

で、教育システムに変化をもたらすことに

よって教育を改善することを目的としてい

る。 

　アフリカ諸国の過去の経験を評価したと

ころ、住民を参加させることが学校イン

フラを建設する費用対効果の高い方法で

あると結論づけた研究もある（Theunynck 
2009）。アフリカの多くの国々では、伝統的

なコミュニティの形態があり、学校建設、

教員給与の支払い、給食の提供など、公教

育の支援に積極的に取り組んできた。ここ

数十年前から、このようなシステムは制度

化され、さまざまな学校運営委員会（SMC）
を生み出してきた（Yamada 2014）。このよ

うなアプローチは多くのアフリカ諸国で成

功を収めており、2022 年 10 月までに 9 カ

国 7 万校で実施された「みんなの学校プ

ロジェクト」もそのひとつである（JICA 

2022）。 

　「みんなの学校プロジェクト」の参

加国であるマダガスカルには、FRAM
（Fikambanan'ny Ray Amandrenin'ny Mpianatra）
と呼ばれる保護者会を通じた住民参加とい

う長い伝統もあり、政府からの支援が不十

分な場合には、学校の建設や教員給与の支

払いによって子どもたちの教育に貢献して

きた。そして、近年、学校予算のうち政

府の負担は 10 ～ 20％に過ぎず、残りは保

護者が負担していることが明らになった

（Andriariniaina & Sawamura 2024; 澤村・ア

ンドリアリニアイナ 2024）。一方では、政

府は、政府、ドナー、コミュニティからの

寄付を含む学校資金をよりよく管理するた

めに、そのような組織を制度化しようとし

ている。このような取り組みは 2015 年に

始まったが、コミュニティからの寄付の大

半は保護者からのものであった。一方、政

府は保護者の負担を軽減するため、2010 年

に憲法を改正し、アクセス可能で無償の公

教育に関する第 24 条を盛り込み（Republic 
of Madagascar 2010）、2020 年に大統領（RFI 
2020）、2024年9月に教育大臣自身が公約（La 
Gazette de la Grande Ile 2024）を掲げて、教

育の無償化を推進している。

　この状況は、マダガスカルの教育財政の

方向性について重大な懸念を提起している。

政府は過去数十年間、公教育に対する予算

を十分に確保することができなかったが、

これまでのような保護者会への財政的な依
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存から脱却しつつある。しかし、このよう

な状況は、不公正につながりかねないオー

ナーシップや透明性の問題が生じる可能性

がある。本研究の目的は、マダガスカルに

おける学校運営への住民参加の透明性、公

正、参加について探索することであり、以

下の研究設問に取り組む。(1) 学校を運営

するコミュニティが制度化されている中で、

地元のステークホルダーは透明性をどのよ

うに認識しているか。(2) そのような透明

性は、公正と参加にどのように影響するの

か。本稿では、公正、透明性、参加といっ

た概念が先行研究においていかに扱われ、

マダガスカルの文脈においてどのように捉

えられているかについての背景を詳述した

後、研究方法を提示し、結果、考察、結論

を述べる。

２．背景

　本節では先行研究における住民参加、透

明性、公正について検討すると共に、マダ

ガスカルにおける学校運営委員会と住民参

加の歴史を簡単に紹介する。

2.1. 先行研究におけるコミュニティと透明

性

　住民参加と透明性の関係は、文脈に大き

く左右される。ガーナの事例研究では、信

頼関係の欠如に起因する地域対立が住民参

加の低下を招いたため、まずコミュニティ

開発の必要性が強調されている（Shibuya 
2020）。このような不信感は、おそらく透明

性の欠如に根ざした不公正感にも起因して

いると考えられる。 

　これとは対照的に、ニジェールの場合、

民主的に選出された SMC は、より有能

で、やる気があり、信頼できる住民を指導

的地位に導いているという（Kunieda et al. 
2020）。コミュニティが、会議での議論に基

づいて、教育の課題に対処するための学校

行動計画を策定できることが主張されてい

る。彼らは、レビューや監査を通じて、進

捗状況や資源管理の透明性を監視している

（同上）。これはマダガスカルでも実施しよ

うとしている住民による学校運営の方法で

ある（MEN 2015）。タンザニアの場合、教

育の重要性に対する認識不足から、保護者

やコミュニティから十分な財政的貢献を得

ることは困難であったが、このような分権

化されたシステムにより、調査対象の学校

では財政の透明性が向上したと述べている

（Matete 2022）。
　マダガスカルでは、コミュニティを関与

させることの効果についてさまざまな報告

書があるが、そのほとんどは、学校、保護

者、コミュニティの協力が学習環境の改善

にどれだけ役立ち、学力にプラスの影響を

与えたかに焦点を当てている（JICA 2022）。
最近の研究では、「みんなの学校プロジェク

ト」の文脈における介入が、保護者、教師、

地域住民の共同行動を生み出すかどうかを

調査しようとした（Maruyama & Igei 2024）。
この研究によれば、そのような介入は補習

授業を実施するために、学校とコミュニティ

の協力を促進することを目的としている（同

上）。保護者、地域社会、教師の協力によっ

て子どもたちに補習授業を提供することに

は肯定的な成果が見られた一方で、この取

り組みが教師や保護者にどれほどの負担を

与えているのかは不明である。このような

運営の変化の中で、コミュニティ自体がど

のように変化しているかに関する研究は少

ない。したがって、本研究では、コミュニ

ティが学校運営に関与する際の透明性、参

加、公正について、コミュニティ自体に焦

点を当てて探究しようとするものである。

2.2. コミュニティと公正に関する先行研究

　コミュニティを学校運営に参加させる場

合、いくつかのレベルで不公正が生じる可

能性がある。ガーナの例では、SMC の仕
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事は議長や保護者会の会長だけに任される

ことが多く、SMC の全会員と学校との連携

は限定的であることが明らかになっている

（Abreh 2017）。このような参加の不均衡は、

関係者間の不公正の原因となり、保護者の

参加を妨げ、生徒自身の中に差異をもたら

す可能性がある。

　エチオピアの場合、伝統的な自治体は伝

統的なコミュニティの中で重要な正統性を

保持していることが多く、明確なビジョン

を持っている場合には学校運営に影響力を

持つ。しかし、伝統的組織は変化に抵抗す

ることもあり、イノベーションを推進する

というよりは、むしろ資源を動員するため

のチャネルとしての役割しか果たさないこ

ともある（Yamada 2014）。特に、伝統的な

ヒエラルキーに対してしか説明責任を果た

さない場合、このような配置はリーダーシッ

プの独占につながる可能性がある（Essuman 
& Akyeampong 2011）。一方、コミュニティ

は均質ではないため、強力なリーダーシッ

プが必要であると主張されることもある。

しかし、SMC の制度化された枠組みは、ア

フリカにおけるコミュニティ主導の学校運

営という既存の伝統を十分に捉えていない

可能性があり（Yamada 2014）、それが優れ

たリーダーシップを見出す鍵となりうる。

マダガスカルでは、公立学校の運営を支援

するために、伝統的な権威と公的な権威を

含む SMC が創設されている（MEN 2015）。
　このようなパワー・ダイナミクスは、学

校の政策に影響を与えやすく、保護者間、

ひいては子ども間の公正に長期的な影響を

及ぼす可能性がある。マダガスカルでは、

SMC が学校運営と予算編成を担当してお

り、保護者が毎年支払うべき金額も決定し

ている。FRAM が公立学校において徐々に

制度化された構造に置き換えられる際、こ

れらの権力関係がどのように作用するかを

見ることには意義がある。

2.3. マダガスカルにおける SMC の歴史

　マダガスカルにおける教育へのアクセス

は、2000 年代初頭には「万人のための教育

（EFA）」に関連する努力によって就学率が

上昇し、正しい軌道に乗ったものと考えら

れていたが、2009 年に政治危機が発生し、

経済的・社会的危機へと拡大した。このよ

うな出来事により、教育も影響を受け、特

にアクセス、留年、中途退学が問題となっ

た（MEN 2014）。また、政治的移行期には、

アクセスと質の課題を改善するため、2013

年から 2015 年までの暫定教育計画が立案さ

れた。その目的の中には、中央政府と教育

システムのすべての分権化されたレベルと

の間で、計画、管理、コミュニケーション

の能力開発を通じて、管理と説明責任を改

善することが挙げられている（MEN 2012）。
　2015 年に採用された戦略のひとつは、学

校でのプロジェクト計画や管理のプロセス

の一部にコミュニティを参加させることで

あった。2015 年には、FEFFI（Farimbon'Ezaka 
ho Fahombiazan'ny Fanabeazana Ifotony） と

呼ばれる参加型・分権型の学校運営委員会

が設立された。教育の発展に貢献する意思

のある人なら誰でも、いくつかの条件付き

で参加することができる。FEFFI の規約を

見ると、その目的は、学校レベルでのアク

セス、質、グッドガバナンスの面で教育を

改善することであり、政府やその他の機関、

FEFFI の会員個人の協力を得て、学校にお

けるプランニングを確立することであるこ

とがわかる（MEN 2015）。 

　FEFFI自体は、FAFF（Fiaraha-miombon’Antoka 
ho an’ny Fampandrosoana ny Fanabeazana）と

呼ばれる古い組織に基づいている。FAFF は

2002 年に設立され、学校長、教員代表 1名、

保護者会代表 1 名、村長で構成されている

（JICA 2020）。FAFF の前身である FRAM の

ルーツは、1970 年代後半の社会主義革命で、

国家とコミュニティ（Fokonolona）が協力

して学校を建設することが求められたこと
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にある（Ratsiraka 1975）。しかし、FAFF と

FRAM はしばらくの間、経営や運営に大き

な変化がないまま共存してきたが、FRAM、

FAFF、校長の間に利害の対立が起こり、

FEFFI 内で民主的な選挙の必要性が生じた

（JICA 2020）。FRAM は か つ て、FRAM 教

員（最近では FEFFI 教員、その後ボラン

ティア教員）と呼ばれる非正規の教員の雇

用と給与の支払いを担当していた。彼らは、

学校の建設、維持管理、修繕など、学校全

体を改善するための他の目的のために資

金を集めるようになった（Andriariniaina & 
Sawamura 2024）。 

　既存の伝統的なシステムから新しい人工

的なコミュニティへの突然の変化は、オー

ナーシップ、透明性、公正など、学校運営

に深刻な影響を及ぼすと考えられる。本研

究では、伝統的なコミュニティから制度化

された組織への移行期における透明性と公

正を把握しようとするものである。本研究

において「コミュニティ」とは、FRAM、

FAFF、FEFFI など、公式・非公式を問わず、

保護者や地域住民が参加する組織を指す。

2.4. マダガスカルにおける住民参加

　マダガスカルにおける住民参加に関する

研究の多くは、資源や環境保護に関するも

のであり、地域住民に地域資源の管理を委

ねている。ここでは多様な研究分野からマ

ダガスカルにおける住民参加について述べ

る。以下の文献でしばしば取り上げられて

いる社会的措置のひとつに「Dina：ディナ」

がある。ディナは、コミュニティが集団的

に制定する協定や地域法の一形態であり、

社会規範、対立解決、責任を規定し、コミュ

ニティ自身によって執行され、違反に対す

る罰金を含むことが多い（Fritz-Vietta et al. 
2009; Andriamalala & Gardner 2010; Malagasy 
Word 2024）。
　自然保護活動において、住民参加の原動

力のひとつは十分な知識と上からのコミュ

ニケーションである一方、障害は様々な活

動への参加費用、特に遠隔地の村に住む貧

困世帯に存在する（Ward et al. 2018）。他の

研究では、効果的な住民参加を確保するた

めの 6 つの重要な実践を特定している。こ

れには、コミュニティの疲労感を低減する

ための適切な会議スケジュールの設定、グ

ループの支配に対処し、十分な同意を得る

ための匿名の民主的投票、女性の参加を促

進するための快適なスペースの創出、すべ

ての地域グループを巻き込むための食事等

のインセンティブを伴う自主的な取り組み

の活用、意欲的なボランティアを引き付け

るための競争的選考の実施が含まれる。さ

らに、参加者全員で結果を共有すること

で、強力な「ディナ」がない場合のコミュ

ニティの適応戦略を策定することができる

（Ravaoarinorotsihoarana et al. 2023）。 

　住民参加は、地方分権化のプロセスの一

環としてしばしば利用される。しかし、先

行研究によると、水管理においては、地域

コミュニティに権限を与え、説明責任、市

民参加、公正を向上させると期待されてい

るが、マダガスカルの最も乾燥した地域の

一つでは、政府の関与がなくなり、地元の

人々は支援を受けられないままになってい

る（Marcus 2007）。他の研究では、作業現

場の近くに住んでいたり、公的なエージェ

ント（自然保護の場合は国立公園のエージェ

ント）が関与していたり、政府関係者から

頻繁に情報を受け取っていたりすると、人々

はより積極的になるとされている（Aymoz 
et al. 2013）。 

　自然保護活動におけるいくつかの経験か

ら、コミュニティへの権限委譲は単なる流

行語であるとされていた。それは、権利で

はなく責任の地域コミュニティへの転嫁を

指している。政府は変わることなく、村人

や村落委員会に仕事を割り当て、コストを

削減するだけであるとする指摘もある。そ

の際は、地域コミュニティは、変化によっ



表 1. 調査対象者とその属性

エリア 学校 性別 年齢 役割 職業

アナラマンガ県

都市部 A 校 男 72 会長 退職した公務員

女 41 会計 教師

女 41 会員 主婦（親）

女 47 事務局長 校長

B 校 男 41 会長 村長

女 30 会員 教師（FRAM）

女 49 事務局長 校長

C 校 女 32 会員 教師（FRAM）

女 39 会員 会計士（親）

女 42 事務局長 校長

郊外 D 校 男 41 事務局長 校長

女 36 会員 教師

女 35 会員 教師（私立校）

E 校 女 46 副社長 農家（親）

女 54 会員 教師

女 44 事務局長 校長

SAVA 県

都市部 F 校 女 58 事務局長 校長

郊外 G 校 男 40 事務局長 校長

H 校 男 54 事務局長 校長

（出典）フィールドワークのデータをもとに筆者ら作成
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て生じる新たな制約に適応するのみである

（Pollini et al. 2014）。当初、このような移転

は、マダガスカル語で一般的に定義される 

Fokonolona（コミュニティ）のような既存

のコミュニティに焦点が当てられたが、さ

まざまな政治的・実際的要因によって、自

然保護活動家、政府代表者、ドナーは、「地

域コミュニティ」を意味する Vondron'Olona 
Ifotony（VOI）として知られる新しい主体の

設立を優先するようになった（Klein 2024）。
FEFFI でも同じことが起こっており、既存

の保護者会を改変して新たな「コミュニ

ティ」が創設されている。これが、本研究が、

新しく設立されるコミュニティに焦点を当

てる理由のひとつである。

３．方法と対象者

　2024 年 2 月から 3 月にかけて 4 週間に

わたり、マダガスカルのアナラマンガ県と

SAVA 県においてフィールド調査を行った。

アナラマンガ県で 5 校（都市部 3 校、郊外

部 2 校）、SAVA 県で 3 校（都市部 1 校、郊

外部 2 校）の計 8 校の公立小学校を対象と

した。都市部はコミューン（Commune：市

町村）の公式分類に基づいて定義され、郊
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外部はその周辺地域を指す。探索的研究と

して、学校の選定には便宜的サンプリング

を用いた。

　半構造化インタビューは、FEFFI 事務局

長でもある学校長と行った。別の角度から

も検討できるよう、各 FEFFI の他の理事

または会員にもインタビューを行った（表 

1）。ただし、F 校、G 校、H 校では、対象

者は校長のみである。質問内容は、特定の

学校で実施されている FEFFI や、前年度に

計画しているプロジェクトについての説明

から、学校運営に関する各参加者の個人的

な貢献、経験、動機まで多岐にわたった。

インタビューはマダガスカル語で行い、時

間は 35 分から 55 分であった。校長に対し

ては、学校全般の状況について質問したた

め、少し長めになった。インタビューは個

人に対して行ったが、データの分析は学校

と FEFFI 単位で行った。

４．調査結果

4.1. 新コミュニティの構造

　FEFFI は、その細則（MEN 2015）で規定

されているように、伝統的な意味での保護

者会の親の他に、学校に子どもを就学させ

ていない人々、教員や学校関係者、基礎教

育に貢献したいと考える個人や法人、分権

化された地方当局や伝統的な組織の長、基

礎教育のステークホルダーとして正式に認

可された NGO の長を含んでいる。これら

の新たなステークホルダーの中で、行政の

最小単位であるフクンタニ（fokontany）の

長（村長）のような伝統的な権力者は、都

市部の学校（A 校、B 校、C 校）で FEFFI
内を新たに統合する存在である。一方で、

郊外や SAVA 地域で調査した他の学校では、

そのような立場の会員は少ない。

　A 校は唯一、地域の保護者以外の会員が

いる学校であるが、その会員も元在校生の

保護者である。教育当局は、彼らとの会合

に時々参加する。しかし、8 校には NGO の

代表者はいなかった。規約で定められてい

るように、校長が FEFFI の事務局長とな

る。対象校のほとんどでは、公務員に比べ

て FRAM 教員の参加率が高かった。C 校の

FRAM 教員は、「公務員の教員は関心を持た

ず、FEFFI で給料が決定される FRAM 教員

に参加を求めることが多い」と答えた。逆

にコミュニティ側は、FRAM 教員が不安定

な雇用であるため、会計係を公務員にする

ことを望んでいる場合もある。

　全体として、FRAM 時代と構造が変わっ

たのは、以前は保護者が義務（adidy：ア

ディディ）として学校に呼ばれ、会合に出

席していたものが、FEFFI では、保護者は

権利として学校に集まり、総会に出席する

ことである。寄付金の使い道についても、

保護者に決定権が与えられている。現在で

は、校長が FEFFI の事務局長として正式に

認められ、他の役員とともに収入と支出を

管理しなければならない。興味深いことに、

SAVA 地域では、FRAM と FEFFI の間には

明確な隔たりがあり、あたかも FEFFI 内部

に FRAM がまだ存在しているかのようで

あった。

4.2. 学校での日常の運営

　調査時点では、保護者は年会費を支払う

ことでしか学校の運営に貢献していなかっ

た。このような学費のほとんどは、公務員

ではない教員の給与に充てられている。例

えば、A 校には FEFFI から給与を支給され

ている教員が 10 人おり、彼らの給与を優先

しなければならない。政府からの支給はあ

るが、支給が遅れることも多く、支給額も

予測できない。そのため、教員の給与のほ

かに、チョークや黒板消し、印刷用紙など

の学用品を購入するための資金を確保しな

ければならない。しかし、政府からの資金

が届いても、そのような費用の払い戻しは

認められていないという。
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　透明性を高めるツールとして、FEFFI は
教育当局に対して報告する義務がある。そ

のことにより、FEFFI はうまく機能してい

ることが知られており、国際ドナーからの

信頼も得ている（World Bank 2018）。同時に、

会員、特に事務局長である校長の負担は大

きい。

　このような重い負担があるが、ボランティ

ア的な活動であるため、さまざまな活動に

参加するのは直接の関係者だけになること

が多い。例えば、校長から直接声をかけら

れて経営に携わり、純粋に地域のために貢

献している会員もいれば、人望や知名度を

得るための手段として貢献する会員もいる。

互恵的な利益を得ること自体は、FEFFI の
運営がうまくいくのであれば悪いことでは

ないかもしれないが、関係者の語りからは、

コミュニティではあまりよく思われていな

いようである。A 校の事務局長は、FEFFI
の会計に選出された地元当局の人物につい

て、「彼は政治的キャンペーンの前と期間中

だけ貢献している」と不満を表明した。

4.3. 社会経済的地位と不公正

　社会経済的地位は、保護者の参加におけ

る不公正の大きな原因の一つである。ほと

んどの対象者は、公立小学校は貧しい人々

のための学校であると断言した。貧困層で

あっても、学費を支払える者もいれば、そ

うでない者もいる。保護者は、経済的に可

能であれば、私立の小学校に子どもを通わ

せたいと考えているという。保護者の中に

は、自分が学校の運営や子どもの教育に関

する決定に参加するために必要な教育を受

けていないと考える人もいる。都市部の保

護者の多くは、子どもを通わせる学校の近

くに住んでいるが、日々の仕事に忙殺され

ている。一方、農村部の保護者の多くは学

校から離れた場所に住んでいるため、会合

に出席したり、教室の建築や補修、給食の

準備などのコミュニティの活動に参加した

りすることができない。C 校の校長によれ

ば、同校は都市部にあり恵まれてはいるが、

保護者の 7 割が会合に参加すれば十分満足

だという。

　さらに、多くの保護者は「政府のお金」

の管理に参加することを恐れている。これ

は特に SAVA で調査した学校で顕著であっ

た（F 校と G 校の校長）。FEFFI を正式に設

立することが政府からの補助金を受けるた

めの前提条件であるため、FRAM と並行し

て FEFFI を設立した学校もあった。保護者

は自分たちの資金の管理には慣れているが、

補助金となると消極的になる。さらに、保

護者の多くは FRAM と協力して進行中のプ

ロジェクトを抱えているため、同じ口座に

お金を入れることに抵抗がある。

　一方、常に参加している人は、そのプロ

セスに不公正を感じながら、上記の理由で

参加できない人を含め、積極的に参加しな

い人を排除するルールを作り始めている。

そのような出来事のひとつが、E 校で起こっ

た。数人の積極的な保護者が、給食プログ

ラムへの協力をやめるよう、NGO に公式文

書を送ったのである。特に、子どもが小学

校を卒業した後も保護者が FEFFI に残るこ

とができることが、問題であると考えてい

る。 

4.4. 立地の違いと不公正

　保護者の金銭的負担を軽減する方策とし

て、FEFFI の規定では近隣企業からの寄付

を想定している。地理的状況によっては、

この恩恵を受ける学校もあるが、非現実的

と考える学校も多い。例えば、C 校は大企

業に囲まれた地域にあり、毎年、ベンチや

給食への協力など複数の寄付を受けている。

一方、B 校も都市部にあるが、平均的な収

入では学校に寄付ができないような市場に

囲まれている。そのため、学校とは関係の

ない企業にコンタクトを取らざるを得ず、

長期的な関係が築けない。A 校も都市部に
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あるが、校長が近隣の企業に働きかけても

徒労に終わったという。SAVA では、G 校

の校長は「多くの農家が換金作物を作って

いるとはいえ、縁もゆかりもない学校に対

する支援を得ることは難しい」と断言した。 

　学校の地理的な立地に加え、一部の校長

は強力なリーダーシップを発揮して近隣の

企業とつながり、より多くの資金や地域と

のつながりを得ることに成功している。例

えば、B 校と C 校は、その地域の村長を

役員として採用することに成功し、コミュ

ニティとのつながりを持つことができてい

る。B 校の場合、このような村長がいるこ

とで、協力者を探す範囲を広げることが可

能となった。また、人々との距離も近くなり、

その地域で最も弱い立場にある人の特定に

も役立つ。また、保護者を会合や総会に呼

ぶ際にも、強力な戦力となる。A 校の場合、

村長はあまり活動に参加しておらず、資金

の引き出しには校長ともう一人の理事に加

えて村長の署名が必要だったため、理事と

しては重荷だったという。 

　とはいえ、このようなレベルの統合を現

実的に達成できる学校は、調査した学校の

中でもほんの一握りである。特に SAVA で

は、裕福な家庭は子どもを高学費な私立学

校に通わせている。彼らと協力できる可能

性は皆無ではないが、そもそも自分たちが

避けているコミュニティに参加しようとは

思わないだろう。

4.5. 透明性から不公正性へ

　すべてのプロセスが透明化されたことで、

保護者は自分たちの寄付がどのように使わ

れているかを理解することができる。また、

子どもたちの教育に投入される資金の質に

ついても、保護者は一定のコントロールを

持つことができる。総会では、学用品、修

繕費、建設費、教師や警備員の給与にいく

ら使用するかを保護者が決定することがで

きる。保護者が何か言いたいことがあれば、

その声も聞いてもらえる。例えば、E 校の

保護者は教師を注意深く監視し、教師が仕

事をうまくこなしていないと判断すれば、

代わりの教師を要求する。

　同時に、保護者は学費（かつては FRAM
年会費）の支払いに関するデータをある程

度把握できる。ところが、このような透明

性は、ある種の不公正につながることがあ

る。例えば A 校では、校長が最も弱いと判

断した保護者の学費を免除していた。学費

を払っていない保護者がいることを他の保

護者が知ると、自分も困難な状況にあるか

ら免除が必要だと主張するようになったと

いう。これまでは、校長が学校での様子を

観察したり、保護者が助けを求めに来たり

することで、最貧困層にある子どもを特定

していた。しかし、学校は貧困層を客観的

に特定する方法を持たず、結局、登録料を

支払う余裕のない生徒の登録を公式に拒否

することになった。

　このような不公正は、住民をよく知る地

方自治体が FEFFI の運営に関わることで解

決できたはずであった。しかし、A 校は都

市部に位置し、広範囲から生徒を受け入れ

ているため、このようなケースはあるが、

そのような自治体では、自分たちの権限を

超えた状況を把握することはできない。B
校は、FEFFI の理事である村長との協力に

より、ホームレスに近い子どもたちは学費

を払わなくてもよいリストを持っている。

とはいえ、それは学校からそれほど遠くな

い場所に住んでいる子どもに限られている。

4.6. 上層部における透明性の欠如と不公正

　学校レベルでの運営は透明化されるが、

より高いレベルでの透明性の欠如は、学校

間の不公正につながる。政府からの補助金

は、前年度の生徒数に基づいて決定される

と言われている。しかし、学校の校長など

は、補助金が支給される正確な時期や金額

を知らない。国民教育省の担当者へのイン
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タビューでは、多くのパラメーターを考慮

した計算式の存在が明らかになったが、そ

れは公表されていない。その結果、生徒数

の少ない学校は不利になり、保護者からの

徴収額を増やさなければならない。この金

額が教員の給与にのみ充てられると、学校

の改善にはほとんど使われなくなり、村か

らどんなに遠くても、より良い学校へ大量

に流出することになる。

　E 校の場合、これが悪循環を生んでいる。

生徒数が少ない学校は、FRAM 教員の数も

少ない。FRAM 教員がいなければ、保護者

からの集金も減る。政府からの補助金は生

徒数に比例するため、資金は非常に限られ

ている。その結果、資源が不足し、教室な

どのインフラが悪くなる。保護者から徴収

できる金額が少ないにもかかわらず、政府

から定期的に支給される資金を新規建設に

充てることはできない。結局、保護者はこ

うした学校に子どもを通わせることを避け、

生徒数はさらに減少するのである。 

　2024 年 2 月と 3 月のフィールドワークで

は、保護者は学校収入の約 80 ～ 90％を負

担していた。2024 年 8 月、国民教育省は、

保護者は FEFFI の決定に基づき FRAM 教員

の給与のみを支払うべきであるが、同省の

厳重な監視の下にあるとの声明を発表した。

2024年9月、国民教育省はソーシャルメディ

アのアカウントを通じて、全国各地の小学

校と中学校に振り込まれた金額を公表した。

例えば、SAVA では 1,362 の小学校に対し

て 1,616,136,000 アリアリア、アナラマン

ガでは 1,683 の小学校に 1,800,989,000 ア

リアリであった（1 円≒ 30 アリアリアであ

るので、１校当たりわずか 38,000 円程であ

る）。このような資金の出所については、言

及されていないが、ドナーか政府資金、あ

るいはその両方からの資金であると推測さ

れる。このような資金の使途は厳しく制限

されており、例えば新しい校舎でも建設で

きる保護者からの寄付金の代わりにはなら

ない。

５．考察

　本研究では、マダガスカルの学校運営に

おける学校コミュニティの関わりを、透明

性、公正、参加という 3 つの要素に焦点を

当てて探索した。以下、各項目について、

背景、先行研究、調査結果を踏まえて考察

する。

5.1. コミュニティへのコスト転嫁：公正の

問題

　FEFFI は、政府資源の配分を規制し、学

校と政府間のコミュニケーションを促進す

るために設立された組織である。Pollini et 
al.（2014）と同様に、この制度は政府のコ

スト削減策であり、地域コミュニティに責

任を転嫁するものである。しかし、頻繁な

会合で校長が疲弊し、公務員教師がコミュ

ニティ内で重要な役割を担うことに消極的

であることに見られるように、こうしたコ

ミュニティへの負担は明らかである。結局、

コミュニティから給料を得ている教員が、

一番関わりが深いため、誰もやりたがらな

い仕事を引き受けざるを得なくなっている。

　Shibuya（2020）が述べているように、コ

ミュニティが参加するためには、まずコミュ

ニティの発展が必要である。FRAM が存在

したことで、FEFFI 設立時にこの条件は満

たされたように見える。しかし、FEFFI は、

FRAM の上に新しい人工的なコミュニティ

を形成するようなもので、これは大きな問

題である。村長など、より影響力のある人

物が関与するようになった一方で、コミュ

ニティは、学校運営はもはや FRAM 時代

のような義務ではなく、権利であると言わ

れつつある。権力の力学が変化すると、保

護者が受動的になり、権威ある立場の人た

ちに仕事を任せるようになる。これはすで

に F 校と G 校で顕著であり、農村部出身の
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保護者は、学校運営に参加することはおろ

か、会合にも出席したがらなかった。これ

では、地域住民のかなりの部分が実際に参

加することができず、自分たちにとって有

意義だと思うことに投票することもできな

い。要するに、既存のコミュニティの中に

新しいコミュニティを作るコストは、それ

を主導した政府ではなく、コミュニティが

その負担を抱えることになる。その結果、

最も弱い立場の住民が意思決定プロセスか

ら取り残されることになり、これは Ward et 
al.（2018）の議論と同様である。

5.2. 無償教育におけるオーナーシップと責

任：透明性の問題

　最近まで、親は子どもの教育費を負担し

てきた。学費を払う以外の貢献のひとつに、

教師を監視することがある。保護者が学費

を払わないようになれば、そのような関わ

り方も変わってくることが予想される。F
校と G 校で何人かが述べているように、「政

府のお金」を管理することは、違うレベル

の負担である。

　上記の問題は、上層部における透明性の

欠如という問題にまで遡ることができる。

学校が受け取る資金について尋ねると、彼

らはいつも、一部は政府から、一部は基礎

教育支援プロジェクトからの資金だと言う。

ただ、使い道が限られていることは知って

おり、ルールブックどおり、新築や教員の

給与には使えないことを認識している。 

　もう一つの問題は、FEFFI の会員が、自

分たちが管理する資金を自分たちのものと

政府のものとに分類していることである。

政府は保護者の教育費負担を軽減しようと

しているが、保護者の学校運営への貢献意

欲を復活させるためには、政府側の透明性

を高める必要がある。例えば、関係者は、

自分たちが使っている資金がローンなのか

補助金なのか、また「政府のお金」と呼ん

でいるものは税金であり、彼らにはそれに

対して権利があることを知る必要がある。

　このようなオーナーシップの混乱を引き

起こすもう一つの原因は、教室や机・椅子、

あるいは子どもに配られる物資に政党の色

等が使われることである。多くの歴代政権

では、支給品のほとんどに「大統領より」

などと書かれている。子ども用の教科書の

表紙にさえ、大統領の写真が載っているも

のがある。結局のところ、国民は何が正当

に自分たちのもので、何が「政府の寛大な

行為」に由来するものなのかわからないの

である。

5.3. ボランタリズムと住民参加：参加の問

題

　コミュニティを巻き込む最大の課題の

ひとつは、無報酬であることの負担であ

る。子どもたちが学校に通っている間は、

親は貢献しようという意欲を持つかもしれ

ないが、卒業してしまえば、親が学校に

残ることはない。Ravaoarinorotsihoarana et 
al.（2023）は、マダガスカルでボランタリー・

アプローチを用いる場合、食事を提供する

といった簡単なインセンティブを与える方

が、すべてのコミュニティ・グループをよ

りよく関与させることができることを明ら

かにした。 

　上記のように、ほとんどの場合、納税者

によって給与が支払われる公務員は、コミュ

ニティの中で、負担の大きい役割を避けよ

うとする。上記のデータで見られた参加の

要因のひとつは、メンバーが選ばれた理事

になることで得られる権威感であり、公務

員にとってはあまり価値がない。社会や学

校で権力の少ない他のメンバーのみが、そ

のような役割を担うことになる。そのため、

自治体から有力者を招き、コミュニティの

運営に参加させる場合、また違った問題が

出てくる。A 校の例では、自治体からの援

助は必要だが、役員候補としてではなく、

利害が一致したときに寄付や貢献ができる
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ステークホルダーとして招聘したほうが賢

明だと考えられる。そうすれば、彼らの本

業が組織の運営に大きな支障をきたすこと

はない。これは、コミュニティが強力な

リーダーシップを必要としている（Yamada 
2014）事実に反するように思えるが、この

ようなバイアスを取り除くことで、コミュ

ニティは適任で信頼できる、特に意欲のあ

るリーダーを自由に選ぶことができるよう

になると考えられる（Kunieda et al. 2020）。
　これまでの研究では、ボランティア

と し て 登 録 す る 際 に は、 競 争 的 選 抜

が必要であることが指摘されている

（Ravaoarinorotsihoarana et al. 2023）。これま

で FEFFI 役員の選出は民主的な投票によっ

て行われており、最終的には得票数の多い

人物が選ばれることになる。このような人

物は、組織に対する影響力があり良い面も

あるが、コミュニティに公正をもたらすた

めには、やる気と理解力の方がはるかに重

要だとも考えられる。小さなコミュニティ

では、地域社会を巻き込むことが、上記で

述べたニジェールの例のように、より適切

かつ意欲的で、信頼される地域メンバーが

リーダーに選ばれるといったポジティブな

結果につながる可能性がある（Kunieda et 
al. 2020）。しかし、5キロ以上離れたところ

から子どもたちが通うことを考えると、保

護者会だけで運営するには大きな負担があ

る。そして、異なる場所に住む人たちが一

緒に活動することで、さまざまな利害関係

の絡むグループが形成され、ガーナで見ら

れたような不信感が生まれる可能性もある

（Shibuya 2020）。例えば、E 校では、地域の

有力者のグループが給食への協力を取りや

めた事例もある。 

　最後に、コミュニティがどのように資源

を管理し、作業に参加しているのかについ

て、住民参加の歴史が非常に長い自然保護

から学べることが多い。現在の FEFFI の欠

点は、ルールを定めることなく、学校の福

利のためにコミュニティが活動を呼びかけ

れば、何の問題もなくうまく活動できると

仮定していることである。コミュニティは、

やる気が豊富な会員のモチベーションを高

め、ディナのような現地の伝統的なルール

で悪行を管理することができるかもしれな

い。ただし、コミュニティで最も影響力の

あるグループだけが利することのないよう

に注意する必要がある。 

６．結論

　コミュニティ主導の SMC として FEFFI
を導入したことで、マダガスカルの学校運

営に透明性がもたらされたことは事実であ

る。しかし時として、この透明性が問題を

引き起こす。平等な扱いを誰もが受けられ

ることではあるが、最も弱く社会から疎外

されている人々に配慮しないという点では、

不公正を助長しているとも捉えることがで

きる。これとは対照的に、上層部における

透明性の低さは、コミュニティの参加を消

極的にする可能性がある。このような消極

性は必然的に不均衡な参加を招き、特定の

集団に不釣り合いな利益をもたらす決定に

つながる。FEFFI は、既存の FRAM に、よ

り大きな権力を持つ「部外者」を加えるこ

とで、新しいコミュニティを作ろうとして

いるが、弱者を包摂することにより公正を

達成することを企図したものではない。そ

れに代わり、学校のコントロールを確保し

ながら、一定のコストと負担をコミュニティ

に転嫁することを上層部や寄付者に求めて

いるのである。コントロール自体が問題な

のではなく、コミュニティの福祉を向上さ

せるための方策を検討することなく、コミュ

ニティが学校のために働くという前提が問

題なのである。

　マダガスカルの教育財政の将来的な方向

性は、政府から各学校に割り当てられる金

額が増加している傾向から、決して悪くは
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ないと思われる。その一方で、あらゆる機

会に、保護者は教育の無償化を約束されて

いる。また、学校はいまだに FRAM 教員の

給与を保護者から集めるよう求められてい

る。このように相反するメッセージは、コ

ミュニティと学校の間に不信感をもたらし

かねない。さらに、資金源は不明確である

ことが多く、外部資金である場合、政府か

らの資金は信頼できないという評判がある

ため、その持続可能性に疑問が残る。

　経済的な貢献も含め、保護者の全面的な

参加なくして持続可能な発展はない。教育

無償化に反することではあるが、無償では

なく低額に抑え、一定の負担を求める方が、

保護者の参加を促すと同時に、政府からの

一貫性のない資金提供に対応することがで

き、より持続的であるとも考えられる。今

後の研究では、マダガスカルのコミュニティ

における参加の主な要因、特に「ディナ」

や「アディディ」といった伝統的慣習に重

点を置きながら、コミュニティと政府が学

校運営において持続的に協力する方法を探

る必要がある。
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　本研究は、JSPS 科研費 JP22H00079 の助

成を受けたものです。ここに記して深謝の
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School Management and Community Involvement 
in Madagascar:

Focusing on Transparency, Equity, and Participation
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This study explores transparency, equity, and participation in community 
involvement in school management in Madagascar. Over the past few decades, 
school management in African countries has been shifting from traditional local 
communities to more institutionalized structures. Madagascar has a long tradition 
of community involvement through parents’ associations that have been supporting 
public schools through classroom building and teachers’ salaries payment among 
other activities. This community is currently evolving into new forms. This study 
seeks to capture local stakeholders’ perceptions of transparency and its effects on 
equity and participation in light of this transition. Fieldwork was conducted in the 
Analamanga and SAVA regions, for a total period of four weeks in February and 
March 2024.

Key fi ndings showed that although full integration of members from outside 
of the school community, as stated by FEFFI bylaws, is not yet achieved, some 
schools successfully integrated former parents and traditional authorities such as 
the chief of villages in their boards. For some, it brings the community closer to 
the school, while for others, such integration becomes a burden.

The transition from a traditional community to a more institutionalized 
organization enhanced transparency at the school level. On the other hand, the 
same transparency unexpectedly exacerbated inequity among students in certain 
contexts, when measures to give some advantages to the most vulnerable became 
public. On the other hand, a lack of transparency from higher authorities, existing 
divisions within communities, and the school’s location contributed to inequity 
between schools.

The inclusion of outsiders in the school community does not necessarily 
mean including the most vulnerable groups, whose voices remain unheard. Instead, 
it shifts responsibility to the community while retaining control of public schools, 
placing an additional burden on the community and limiting certain groups’ 
participation. Over the past decade, the discourse on free education in Madagascar 
has led to a shift in education funding from parental contributions to donor 
funding, raising concerns about long-term sustainability. In this context, low-fee 
public education, rather than free education, could promote greater sustainability 
and engagement from community members.


